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研究成果の概要（和文）： 本研究は、①両親の離婚を経験した子どもたちの心理的苦境やそのプロセスを、回想的イ
ンタビュー調査等による子どもたちの語りを通じて理解し、②子どもたちのリジリエンスや回復力につながる要因を分
析し、③学校現場等をはじめとして、子どもたちに関わる対人援助職による適切なケアや支援のあり方を探求し、④わ
が国における子どもたちのケア・プログラムの導入を試みたものである。
 結果として、離婚の悪影響が深刻化する悪循環プロセスおよび子どもたちのリジリエンス要因が明らかとなり、その
ような子どもたちへの適切なケアのあり方が検討され、米国で開発された親の離婚を経験した子どもたちへのケア・プ
ログラムの導入が着手された。

研究成果の概要（英文）： The purposes of this study are 1) to understand how children have been suffering 
from their parental divorce by way of interviews, 2) to find out important factors leading to those 
children's resilience, 3) to explore the workable support for the children by whom in charged with 
children support and care, 4) to try to introduce a care program for children and parents who experience 
divorces.
 The results show the vice circle processes in transition of the parental conflict which deteriorate 
children’s mental health, as well as the factors which enhance their resilience. The appropriate way of 
psychological inervention for them is considered and a care program to support children and their family 
in transition are set about.

研究分野：臨床心理学
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１．研究開始当初の背景 
我が国では離婚率が年々上昇傾向にあり、
現在、結婚した夫婦の約３割が離婚に至って
いる。うち約６割は未成年の子を抱えた離婚
であり、目下、親の離婚を経験した子どもた
ちの数は約２５万人、単純に試算して、未成
年の子どもたちの約４人に一人は親の離婚
を経験していることになる。 
この傾向は、今後ますます顕著になること
が予想される。したがって、親の離婚やそれ
にまつわる家族間の葛藤が、子どもたちにい
かなる影響を及ぼしており、子どもたちはそ
の中でどのように成長してゆくのかといっ
た観点からの研究は不可欠である。 
先行研究では、親の離婚が子どもに及ぼす
影響として、「子どもが自立的になる、社会
的生活能力が高まる、精神的に成熟する、自
尊感情や共感性が向上する、家族との一体感
や連帯感が強まる」といったプラス面の影響
を指摘しているものがある一方で、長期にわ
たる縦断的研究では、「離婚によるネガティ
ブな影響が存続しつづけており、子どもたち
の学校適応や対人関係のみならず、将来のキ
ャリア選択や異性との交際、配偶者選択、自
らの子育てにも少なからずの影響を及ぼす」
といった知見が有力となってきている。なお、
我が国においても、それに追従するようなか
たちで、近年、親の離婚の子どもへの心理的
影響についての調査研究が散見されるよう
になってきているが、それらの知見が、学校
教育現場ほかの子どもたちへの支援領域で、
十分に活用されているとは言いがたい面が
ある。 

 
親の離婚や深刻な葛藤下の家庭にある子
どもたちが、強い不安や緊張、親に対する配
慮や気働きなどで精神的に疲れ、学校場面へ
の適応性を悪くし、友達関係が悪化し、とき
に、教員からも厳しい視線を受けるなどして、
ますます追い込まれてしまうといった悪循
環による問題の深刻化は、どこの学校にも少
なからず見られる現象である。例えば、ある
公立中学校においては、スクールカウンセラ
ーによる相談ケースの約８割の子どもの家
庭に両親の離婚や深刻な不和が認められ、そ
れが子どもの不調や不適応に少なからずの
影響を及ぼしていたという研究報告がある
（藤田 2011）。 
しかし、例えば、そのような子どもたちが
一日の大部分の時間を過ごす主要な生活場
面である、学校教育現場においては、家庭の
事情を語ったり、聴いたりするということへ
抵抗なども根強く残っており、親の離婚や深
刻な葛藤の悪循環による心理的不適応や問
題行動という観点からの、子どもたちひとり
ひとりの理解やケアという観点が、ほとんど
顧みられていないという現状にある。（藤田
2011）  
そのためには、親の離婚やそれにまつわる
一連のプロセスが、どのように子どもたちの

不調や不適応につながってゆくのかを十分
に踏まえ、さらに、いかなる要因が子どもた
ちのリジリエンス（回復力）になりうるのか
に関して、できる限り実情に即して理解して
ゆくことが不可欠である。その知見が、子ど
もたちの教育や成長、支援に関わるさまざま
な領域において、生かされるものと考える。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、①両親の離婚を経験した
子どもたちの心理的苦境やそのプロセスを、
回想的インタビュー調査等による子どもた
ちの語りを通じて実情に即して共感的に理
解し、 
②その結果を踏まえて、子どもたちのリジリ
エンスや回復力につながる要因を詳細に分
析し、 
③スクールカウンセラーや学校教職員など
を始めとした子どもたちに関わる対人援助
職による適切な心理的ケアや支援のあり方
を探求し、  
④わが国における離婚移行期にある子ども
たちのケア・プログラムの導入を試みたもの
である。 
 
３．研究の方法 
目的①②に関しては、親の離婚や長引く夫
婦間葛藤などの一連のプロセスが、どのよう
に子どもたちの不調や不適応につながって
ゆくのか、さらには、いかなる要因が離婚や
深刻な家族間葛藤を経験した子どもたちの
リジリエンスや回復のための資源になりう
るのかに関して、できる限り子どもたち一人
ひとりの実情に即して理解してゆくために、
一般の大学生に対して、「親の離婚や不和で
苦しんでいる子どもたちの援助のために、両
親の離婚をどのように乗り越えてきたかを
教えてほしい」という回想的インタビューを
依頼し、自主的に協力を申し出たインフォー
マントに対して、約９０分の半構造化面接を
実施した。 
分析方法は上記のリサーチ・クエスチョン
に即した修正グラウンデッド・セオリー・ア
プローチ（M-GTA）を参考とした質的分析法
を用いた。 
 
目的③に関しては、主として小学・中学・
高校の各学校教育現場における教職員の意
識調査や、それぞれの学校域からサンプリン
グしたインフォーマントへのインタビュー
調査を中心に、スクールカウンセラー、学校
教員、その他、子どもの心理援助に携わる研
究協力者間での検討・考察を行った。 
 
目的④に関しては、米国で開発された離婚
家庭支援の心理教育プログラム「Family in 
Transition」のわが国への導入のために複数
回の施行実践を計画した。 
 
 



４．研究成果 
①②に関しては、25 名(平均年齢 22 歳、離
婚時の平均年齢 11 歳、離婚後の平均経過年
数10年)のインフォーマントに対する回想的
インタビュー調査およびその質的分析の結
果、大きく以下の 3タイプのプロセスに大別
された。 
タイプⅠ：親の離婚に伴う一般的な悩みや
葛藤、一時的な不調等を乗り越えて現在に至
っているケース。 
タイプⅡ：不登校、閉じこもり、対人不安、
拒食、過食、強い抑うつ感、心身の症状など
比較的深刻な不調や不適応に陥り、そこから
回復したケース。 
タイプⅢ：不登校、閉じこもり、対人不安、
拒食、過食、強い抑うつ感、心身の症状など
比較的深刻な不調や不適応に陥り、未だにそ
れらに苦悩しているケース） 
また、それぞれのタイプ別特徴の比較・検
討などを通じて、離婚の悪影響が深刻化する
プロセスとして、 
＜子どもの家族関係修復への献身的な試
み、親への気遣い、配慮、忠誠心などが報わ
れない＞ 
⇒＜無力感、自責の念、恥の感情、自己効
力感や自尊感情の低下＞ 
⇒＜周囲の子どもたちとの隔たりや孤立、
しばしば教師からも否定的に見られる、大人
全般への不信＞ 
⇒＜学校や社会からの回避、閉じこもり＞
⇒＜非常に低い自己評価、強い無力感、 
希望の喪失＞ 
といった悪循環が見出され、それは同時に、
離婚にまつわる子どもの語りや言葉が奪わ
れてゆくプロセスでもあることが明らかと
なった。 
 
また、それらを踏まえた援助のポイントと
して、 
(1)援助者が離婚の悪影響の深刻化のプロセ
スを理解していること、 
(2)子どもの関係改善への献身的な試み、親
への気遣い、配慮、忠誠心、などが少なくと
も誰かに承認され、親の離婚にまつわる子ど
もの「語り」が、配慮や思いやりのもとで聴
き入れられること、 
(3)「世の中にはいくら考えてもどうにもな
らないことがある」「考えても仕方がないこ
とは考えない」などと悩みや葛藤から距離が
取れること 
(4)人への信頼や人との出会いにある程度は
開かれ、先生や友人など家庭外での対人関係
や居場所に支えられること、 
(5)いわゆるインテンシブな心理療法やカウ
ンセリングよりも、さりげない援助や声かけ、
自尊感情が保たれるような日常生活場面で
のやりとりが大切なこと、 
などが示され、親の離婚を経験した子どもた
ちに対する適切な心理的ケアや支援のあり
方が具体的になった。 

③に関しては、教員へのアンケート調査と
半構造化インタビューを通じ、親の離婚を経
験した子どもに対する教員の意識、学校現場
の支援体制や実際のケアおよび支援につい
て明らかにした。 
教員全体の意識として、教員は総じて、親
の離婚が子どもに少なからずの悪影響を及
ぼしていると感じており、そのような子ども
への理解と支援は必要で、自らが何らかの力
になりたいという思いが強い傾向にあった。
特に、中学校教員は、子どもたちへの理解や
支援が必要との意識が高く、校内研修や支援
プログラムの必要性を感じている事が明ら
かになった。 
また、少なからずの教員が、親の離婚の悪
影響を子どもたちの様子や言動から敏感に
感じ取り、心理的サポートから法律的福祉的
支援まで様々なケアおよび支援を実際に行
っており、不安定な家庭環境下で苦しむ子ど
もを助けるのは教師としての当然の仕事と
いった基本姿勢を持っていることが明らか
になった。 
 
④に関しては、米国で開発された離婚家庭
支援の心理教育プログラム「Family in 
Transition」のわが国への導入のために複数
回の施行実践を行い、参加者へのインタビュ
ーやアンケート調査によりその効果検証の
試みを行った。 
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